
日本

海外

製品

S&S
その他

半導体

建築設備

石油・ガス*公共事業

電力

その他
中東

欧州北米

アジア
（中国除く）

中国

環境プラント事業　→ P.31–33

全社

燃焼・ガス化技術をベースに、都市
ごみ焼却施設を中心とした廃棄物処
理施設の設計・建設から運営、維持
管理までを一貫して手掛けています。

地域別売上収益構成 産業別売上収益構成 S&S売上収益比率

日本

海外

製品

S&S
その他

半導体

建築設備

石油・ガス*公共事業

電力

その他
中東

欧州北米

アジア
（中国除く）

中国

地域別売上収益構成 産業別売上収益構成 S&S（サービス＆サポート）
売上収益比率

日本

海外

製品

S&S
（O&M*）

精密・電子事業　→ P.34–36

超スマート社会の実現に欠かせない半導
体やフラットパネルディスプレイなどの製造
に必要な真空環境をつくるドライ真空ポン
プ、半導体を生成するウェーハをナノレベル
で平坦化するCMP装置などを提供してい
ます。

地域別売上収益構成 産業別売上収益構成 S&S売上収益比率

日本

海外

製品

S&S

風水力事業　→ P.27–30

風水力事業

56%

精密・電子事業

32%

環境プラント事業

12%

その他（風水力）
トンネル換気などに使用される送風機や、電気、情報通信、エネルギーなどの制御設備を提供しています。

ポンプ
上下水道施設、雨水排水施設、石油
化学プラントなどで使用される大
型・高圧のカスタムポンプ、ビルやマ
ンションなどの建築設備等で使用さ
れる標準ポンプを提供しています。その他（精密・電子）

66

CMP

1,036

コンポーネント

824

環境プラント

718

その他

16

その他（風水力）

135

冷熱

407

ポンプ

1,915

コンプレッサ・
タービン

912

地域別売上収益構成 産業別売上収益構成 S&S売上収益比率

日本 海外

製品

S&S

冷熱
ビルや大型商業施設の冷暖房設備
などで使用される冷凍機や冷却塔及
び関連システムを提供しています。 日本 海外

製品

S&S

コンプレッサ・タービン
石油精製プラントや石油化学プラン
トで使用されるコンプレッサやタービ
ンを提供しています。

日本

海外

製品

S&S

* 主にダウンストリーム向け

* 主にダウンストリーム向け

* Operation & Maintenance：
運転管理及びメンテナンス

その他

公共
事業

その他

半導体

その他電力

建築設備
石油・
ガス *

公共
事業

その他

電力
建築設備

その他 石油・ガス *

連結売上収益構成
2021年 12月期

6,032億円

（単位：億円）
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事業戦略

社会・産業インフラを支える3つの事業



E-Plan2022 目標・2021 年 12月期の進捗　
数値目標

（営業利益率）（IFRS）
2021/12

実績（IFRS）
2021/12

成果 今後の取り組み

ポンプ事業：
6.5%以上 7.4%

標準ポンプ
•  国内： S&S体制強化、IoTセンサとクラウドを組み合わせた状態監視シ

ステムを市場投入
•  海外：トルコのポンプメーカを買収、カナダ拠点を新設、SCM*1を強化
•  グローバル基幹製品、リージョナル製品のラインナップ拡充

•  国内： S&S売上規模の拡大、新製品の拡充及び拡販
•  海外： 拠点展開の加速、地域ニーズに沿った新製品

の投入
•  ニッチトップ製品のマーケティング及び開発

カスタムポンプ
•  輸出案件の選択受注徹底、製品からS&Sへ人員を再配置
•  DXによる業務標準化・効率化を推進
•  S&S拡大に向けたSCM強化

•  CT事業との協業、海外拠点のサービス体制強化によ
るS&S売上拡大

•  受注前のデザインレビュー実施など選別受注を継続
•  脱炭素関連市場への技術提案営業を強化

コンプレッサ・
タービン事業：
8.0%以上

9.7%
•  製品の選択受注、調達コストダウン（LCC*2活用）、自動設計によるLT*3

短縮
•  収益性の高いクライオポンプの試験施設を開設

•  選別受注を継続するとともにLCCからの調達量を拡大
•  グローバルサービス体制の再構築

冷熱事業：
5.0%以上 4.1% •  国内：S&S体制強化、半導体製造プロセス向け精密チラーを市場投入

•  中国：地域ニーズに沿った新製品投入
•  新製品の拡充及び拡販
•  S&S売上規模の拡大

*1. SCM：Supply Chain Management サプライチェーンマネジメント
*2. LCC: Low Cost Country ローコストカントリー
*3. LT: Lead Time リードタイム

E-Plan2022の主要なKPIと進捗　
　風水力事業は広い範囲で持続可能な社会に貢献する機会があります。多様な地域への安定的な水の供給、省エネ製品や環境負
荷を低減する技術への貢献など、多くのアプローチにおいてKPIを設定しています。事業別にKPIの一部を紹介します。

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI 2022/12

目標
2021/12

実績
2021/12

成果 今後の取り組み

多様な地域への安定的な水の供給

ソーラーポンプの拡販（標準ポンプ） 目標販売台数
100%達成

販売台数の
目標達成

ブラジル地域において目標台数を上回
る販売を達成 ブラジル地域以外での拡販

環境負荷を低減する技術への貢献

液体水素プラント向けの製品
開発・市場投入（カスタムポンプ）

製品化 100%
達成

製品開発を
継続推進

水素関連事業を全社プロジェクト化
水素圧縮向けコンプレッサの市場投入 小型試作機の製作及び試験の実施

製品の省エネ化

新蒸気タービンシリーズの開発及び
製品化完了（CT）

製品化 100%
達成

製品開発を
継続推進

高速・小型化、高効率化した蒸気ター
ビンシリーズの技術開発を継続推進 製品化、市場投入

環境負荷物質の抑制

低GWP*化製品の販売による温室
効果ガス使用削減（冷熱）

CO2相当削減量
33,000トン/年

CO2相当削減量
17,300トン/年 新冷媒ターボ冷凍機のシリーズ拡充 新冷媒ターボ冷凍機及びレトロフィット

技術適用製品の拡販

*  GWP：Global Warming Potential 地球温暖化係数

マーケットインの視点で、
新分野・新規市場の開拓を目指します

永田 修
執行役
風水力機械カンパニープレジデント

　2021年 12月期の業績は地域による差はあるものの、新型
コロナウイルス禍からの経済活動の回復も寄与して、前期比
で増収増益となり、営業利益においては過去最高益を更新し
ました。
　標準ポンプ事業においては、昨年4月に実施したトルコのポ
ンプメーカの買収によるシナジー効果、カナダ拠点の設立など
により、海外市場を中心に売上が大きく伸びました。また原油
価格の高騰により中国・中東を中心に石油・ガス市場が活況
で、コンプレッサ・タービン、カスタムポンプの受注も前年比で
大きく伸びました。一方、原材料・エネルギー価格の高騰、一
部部材の入手が困難になるなど、外部環境の大きな変化によ

る事業への影響も顕在化してきています。サプライチェーンの再
構築、設計の変更、価格戦略の見直しなど、状況に応じた各種
施策を講じています。
　今後は、よりマーケットインの視点を強化し、お客様の困りご
とを解決するために、単一製品の販売から、製品の組合せ・制
御による統合ソリューションの提供やウィズコロナ時代におけ
るDXをさらに進め、遠隔監視・運転管理、予兆保全、エネル
ギー効率化などの新たなサービスを提供していきます。また、
今後の成長が期待できる脱炭素市場への参入に向け、当社が
長年培ってきた流体・気体技術を活用した製品・技術開発にも
積極的に取り組んでいきます。

風水力事業のSWOT 分析

強み（Strengths）
•  長年蓄積した流体・数値解析・材料・分析などの基盤技術

 【風水力事業全体】
•  高効率・高品質で信頼性の高い製品開発力【風水力事業全体】
•  グローバルで多様な人材と拠点網【風水力事業全体】
•  アジア地域でのプレゼンス【風水力事業全体】

機会（Opportunities）
•  新興国の人口増加や都市化に伴う水需要増加によるインフラ投

資拡大【ポンプ】
•  5G、IoTなどの技術革新に伴う産業構造変化による新たな機会
【ポンプ・冷熱】
•  LNGや水素などのクリーンエネルギーの需要増加に伴う当社製

品の需要拡大【ポンプ・CT】

弱み・課題（Weaknesses）
•  欧米地域での不十分なプレゼンス【ポンプ・冷熱】
•  海外市場の規格に合致した製品ラインナップ不足【ポンプ】
•  ボラティリティの高い市場への依存【CT*】

リスク（Threats）
•  国内市場縮小による価格競争激化【ポンプ・冷熱】
•  技術の成熟化と新興メーカの技術力向上による競争環境の激化
【風水力事業全体】

E-Vision2030とE-Plan2022の事業戦略

長年にわたって蓄積した基盤技術力を基に、新たな分野へ挑戦し続ける
世界トップクラスの産業機械メーカを目指す

• 安定した収益を確保できる事業体制の確立
• 海外におけるプレゼンス向上
•  未参入市場を含め、顧客ニーズに対応した製品
の創出

営業利益率：

7.0%
以上

（IFRS）

300 10

150 5

0 0

（億円） （%）

2020/12
実績
（IFRS）

2021/12
実績
（IFRS）

2022/12
計画
（IFRS）

E-Plan2022目標 7.0%以上

事業ビジョン（E-Vision2030）

E-Plan2022の事業戦略 数値目標

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

■ 営業利益（左軸）／
営業利益率（右軸）
　       風水力全体　
 　      ポンプ　 
　       コンプレッサ・タービン　
 　      冷熱

1

事業戦略

風水力事業

* CT：コンプレッサ・タービン
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事業戦略

風水力事業

標準ポンプ事業：グローバルな生産・販売網の拡充

　標準ポンプ事業では、長期ビジョン「E-Vision2030」で
掲げる目標「世界で6億人に水を届ける」の実現に向け、
拠点の拡充に取り組んできました。これまでに、トルコでバ
ンサン社を買収し、欧州、中央アジア、中東、アフリカ市場
へのアクセスを強化したほか、メキシコに拠点を設立し、
北中米市場のカバレッジ拡大の足がかりとしました。また、
さらなるグローバルな販売網の拡充を目指し、2021年には
カナダに、2022年にはケニアに拠点を設立しました。これ
らの新拠点設立により、各地域における販売・サービス体
制を一層充実させ、標準ポンプ事業のカバレッジを拡大し
ていきます。さらに、サプライチェーン強化の施策も継続し
ており、2020年に稼働を開始したベトナムのディストリ
ビューションセンターにおける取扱品目を拡充しました。今
後も、既存の販売拠点へのノックダウン機能の追加など、さ
らなるサプライチェーンの強化に取り組んでいきます。
　長期ビジョンの実現を目指すにあたって、既存の枠組み
だけでなく、新たなビジネスモデルの創出にも挑戦してい
ます。Ebara Pumps Europe S.p.A.はドイツのスタートアップ

企業であるBoreal Light GmbH社とスポンサーシップ契約
を締結し、ケニアで「WaterKiosk®」という新たなビジネス
を開始しました。このプロジェクトでは、現地の特別支援学
校の敷地に当社ポンプを含む浄水装置を設置、深井戸か
ら水を汲み上げてつくりだした清潔な飲料水を学校の生
徒たち約 160人に無償で提供した上で、余った飲料水を小
型売店のようなスタンド「WaterKiosk®」により地域コミュ
ニティに販売しています。また、ブラジルのEBARA Bombas 

América do Sul Ltda.（以下、EBAS）は、同社初のeコマー
スサイト「Virtual Antenna Shop」をオープンしました。こ
のサイトのオンラインプラットフォームに販売店や営業代理
店が持つEBAS製品の在庫を登録することで、顧客は広大
なブラジル全土の中から居住地域に近い販売店や各店の
価格を比較して製品の購入先を選択できます。
　今後も、拠点の拡充や新たなビジネスモデルの創出等を
推進し、「世界で6億人に水を届ける」というビジョンの確
かな実現を目指します。

Topics 1

コンプレッサ・タービン事業：クライオポンプのテストスタンドを新設

　コンプレッサ・タービン事業を担うエリオットグループ
は、2021年 10月、米国ペンシルベニア州ジュネットにクラ
イオポンプのテストスタンドを新設しました。
　クライオポンプは、LNG、LPGなどのプラントで低温液
化ガスを移送する役割を担っています。本施設は広範囲
の製品サイズに対応可能な二つのクライオポンプ用試験
設備と極低温用液体エキスパンダ専用試験設備を備えて
おり、お客様ごとの仕様に合わせて、液体窒素、LNGまた
はLPGを使用した試験が可能となっています。さらに、最
新の計装技術を備えており、より信頼性の高いクライオポ
ンプを世界中にスピーディーに提供することが可能となり
ました。
　新テストスタンド稼働により、生産能力を増強するとと
もに、お客様の納期要求に応えていきます。また、試験台

数のキャパシティー拡大と試験範囲の拡大により、LNG市
場の需要拡大に対応し、売上規模拡大を目指します。
　今後も、LNG業界におけるエリオットグループの競争
力強化に取り組み、最先端の技術・高品質の製品・信頼
性の高いサービスを提供していきます。

冷熱事業：半導体製造向け精密チラー「RJ-SA型 *1」を販売開始

　冷熱事業では、精密・電子事業と協業し、半導体製造
プロセスにおける精密チラー「RJ-SA型」を販売開始しま
した。本製品は、高度情報化社会が急激に進展する中、
半導体製造プロセス市場におい
て、小型かつ高出力で、サブファ
ブスペース*2を効率的に利用可
能にするチラーの需要がますま
す高まっているため、お客様の
ニーズに特化した小型高出力チ
ラーとして開発したものです。
　本製品では小型ポンプSSPD

型*1を搭載することにより省フッ
トプリントを実現しました。また、
不燃性低GWP冷媒対応となって

おり、低環境負荷かつ漏えい時のリスクも低減させること
が可能です。さらに、高精度温度制御にも対応しており、プ
ロセスの安定性向上や歩留まり向上に貢献します。また、
半導体製造装置分野における当社精密・電子事業のブラ
ンドを最大限活用し、冷熱事業で培った各種用途の熱供給
技術・知見を基に、精密温調装置での豊富なバリエーショ
ン展開に取り組んでいきます。
　今後もお客様の期待に応える技術で課題に挑戦し、多
様化する半導体業界のさらなる発展と長期ビジョン
「E-Vision2030」で掲げる「進化する豊かなくらしづくり」
に貢献していきます。
*1.  RJ-SA型、SSPD型は当社の機種記号です
*2. 半導体製造工場における床下環境

Topics 2

Topics 3

精密チラー RJ-SA型

クライオポンプのテストスタンド外観

バンサン社

WaterKiosk®

メキシコ拠点

eコマースサイト「Virtual Antenna Shop」
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持続可能な社会の構築と脱炭素社会の実現に
向けて、幅広い資源循環ソリューションを
提供していきます

大井 敦夫
執行役
環境事業カンパニープレジデント

E-Plan2022 目標・2021 年 12月期の進捗　
数値目標

（営業利益率）（IFRS）
2021/12

実績（IFRS）
2021/12

成果 今後の取り組み

9.5%以上 7.8%

•  顧客要望に対する提案活動などを通じて、自治体向けDBO案
件、民間向けEPC案件を受注

•  「新規EPC/DBO案件の受注確度向上」に向けた、非価格提案
力の向上

•  長期にわたる維持管理運営実績などが評価され、自治体向け
延命化案件を受注

•  「長期包括案件の周辺業務取り込み及び延命化提案」に関す
る取り組み継続

•  DX技術を駆使しAIクレーン導入施設数や遠隔監視サポート
対象施設数を増加

•  「DX技術を駆使した維持管理コストの低減及びプラント性能
の向上」に関する研究開発を推進

•  ケミカルリサイクルの社会実装に向けた新技術の開発 •  ケミカルリサイクルの実証試験の実施

E-Plan2022の主要なKPIと進捗　
　長年蓄積してきた焼却炉の運転ノウハウに加え、運転支援を担う施設にてDX技術を活用し、より一層の発電効率の向上やCO2

排出量の削減など、質の高いサービスの提供を目指し取り組んでいます。各取り組みに対してKPIを設定しており、その中の一部を
紹介します。

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI 2022/12

目標
2021/12

実績
2021/12

成果 今後の取り組み

環境負荷物質の抑制

ごみ発電による再生可能 
エネルギーの取扱量 130,000 MWh 164,279 MWh

電力の地産地消に対する当社の取り組み
などについて自治体より評価された結果、
目標値を上回る契約電力量を達成

ごみ発電による再生可能エネルギーの発電
に関する長期安定的な契約締結に向けた
提案活動を継続

社会インフラの安定的稼働

DBO案件の長期包括受注
（累計） 19件 16件

社会インフラとしての廃棄物処理施設の安
定的稼働に向けて、顧客の個別事情などに
配慮した提案活動を推進

循環型社会形成の地域のシンボル施設と
なるように電力の地産地消などのほか、 
施設のデザインにも注力

クレーン高度化・AIクレーン 
導入の普及

導入目標
100%

導入目標
33%達成

クレーン操作の省力化、焼却炉運転の安定
化などが評価され、自治体向け施設へAIク
レーンを導入

日本国内の自治体向けのほか、民間企業の
ニーズ等も踏まえ、クレーン高度化・AI 
クレーン普及を推進

環境負荷を低減する技術への貢献

ICFG®内部循環流動床ガス化
システム*の実用化

実証機建設 
受注目標 

100%達成

基礎試験を
実施・追試験
継続中

ICFG®内部循環流動床ガス化システムを用
いた廃プラスチックのケミカルリサイクルに
関し、試験設備を用いて基礎試験の実施を
継続

基礎試験及び実証試験実施に向けた活動
の継続

*  ICFG®内部循環流動床ガス化システム  
廃プラスチック等の高発熱量の廃棄物から家庭ごみやバイオマスなど低発熱量の廃棄物まで、幅広い炭素資源（固形廃棄物）を原料に、炭化水素を主体とした高発熱量の油やガスを製造する、廃
棄物熱分解技術です。得られた油やガスは化学工業原料や化石燃料の代替エネルギーとして利用可能であり、化学工業プロセスに組み込むことで、化石資源の新規投入量を削減することが可能
なケミカルリサイクル技術です。また、既存の化石資源由来の燃料を多量に使用するプロセスに組み込むことで、燃料代替として新規化石燃料使用量の削減が可能となる、二酸化炭素排出量削減
に適した技術です。ICFG®は荏原環境プラントの日本における登録商標です。

E-Vision2030とE-Plan2022の事業戦略

自治体を主要顧客としてEPC*から運営を一貫して行う廃棄物処理施設建設・運営事業を
中核とした「廃棄物資源循環ソリューションプロバイダ」を目指し、事業拡大を進める
* EPC: 設計（Engineering）、調達（Procurement）、建設（Construction）

事業ビジョン（E-Vision2030）

• 中核事業基盤の強化
• 新規事業の具体化
•  中国国内向けごみ処理機器の生産・販売強化 
及び第三国への拡販

• DBO*案件の非価格評価の向上
* DBO: 設計（Design）、施工（Build）、運営（Operate）

E-Plan2022の事業戦略 数値目標
80 12

60 9

20 3

40 6

0 0

（億円） （%）

2020/12
実績
（IFRS）

2021/12
実績
（IFRS）

2022/12
計画
（IFRS）

E-Plan2022目標 9.5%以上営業利益率：

9.5%
以上

（IFRS）

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

■ 営業利益（左軸）／
営業利益率（右軸）
　       風水力全体　
 　      ポンプ　 
　       コンプレッサ・タービン　
 　      冷熱

　環境プラント事業は、長期ビジョン「E-Vision2030」におい
て、廃棄物処理プラントの建設・運営を中核事業として、さらに
幅広い分野でソリューションを提供する「廃棄物資源循環ソ
リューションプロバイダ」を目指し活動を強化してきました。
　世界で脱炭素に向けた動きが加速する中、日本政府は2050

年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにする、カーボン
ニュートラルを目指すことを宣言し、2030年度には温室効果ガ
ス排出量を2013年度比で46％削減を目指すなど、脱炭素に
向けた動きを本格化させており、企業を取り巻く環境も大きな
変化を見せています。

　さらに、2022年4月より、プラスチックの資源循環を進めるこ
とを目的とした「プラスチックに係る資源循環の促進等に関す
る法律」が施行され、今後、廃プラスチックのリサイクル率向上
に向けた取り組みが加速するものとみています。
　私たちは、AI/ICT、ロボット技術等を駆使したDXを推進する
ことで、高度なプラントの運転技術を実現するとともに、エネル
ギー効率をさらに高め、CO2排出削減を目指します。廃プラス
チックのケミカルリサイクル技術の実用化に向けた活動を強化
するなど、持続可能な社会の構築と、脱炭素社会の実現に向
けた取り組みに注力してきます。

環境プラント事業のSWOT 分析

強み（Strengths）
•  設計、建設から運転・メンテナンスまでを手掛ける一貫体制
•  豊富な焼却炉技術による国内外400施設以上の建設実績
•  業界トップクラスの運転受託実績に基づく運転保守ノウハウ
•  AI/ICTを活用した施設運営の先進的取り組み
•  ケミカルリサイクルに関するガス化技術

機会（Opportunities）
•  廃棄物処理プラントの老朽化に伴う建て替え・更新
•  民間への施設運転委託増加
•  再生可能エネルギー需要増加
•  廃プラスチックリサイクルニーズの高まり

弱み・課題（Weaknesses）
•  国内公共事業への依存
•  顧客の地域的偏在
•  労働集約的な施設運営

リスク（Threats）
•  国内人口減少による施設の統廃合
•  労働人口の減少
•  価格競争の激化

1

事業戦略

環境プラント事業
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　2021年 12月期は、ICAC5(IoT、Cloud、AI、Car（車の自動運
転）、5G)、DX、GXの普及拡大により生じた半導体不足を背景
にお客様の設備投資が急拡大したことを受け、受注・売上・
営業利益額はいずれも過去最高となり、E-Plan2022で掲げた
カンパニー目標値を１年前倒しで達成しました。
　E-Plan2022においては製品競争力、ソリューション提供力
の一層の強化を目標として掲げ、技術の向上に努めています。
2021年 12月期にはドライ真空ポンプ、排ガス処理装置、CMP

装置の新機種やEUV露光装置向け排気システムを市場に投
入し、最先端の半導体製造を支えるとともに、研究機関との共
同開発や次世代製品の開発を推進しました。高い市場成長が
続く中国では、ドライ真空ポンプオーバーホール工場の稼働に
加え、新規顧客の開拓も進んでいます。さらにお客様の需要変

化に柔軟に対応できるよう、ドライ真空ポンプ自動化工場の能
力向上に努め、CMP装置の製造ライン増設などを進めました。
　2022年 12月期は、今後の市場の需要拡大に対応するため、
ドライ真空ポンプの自動化生産の一層の深化や熊本事業所内
の装置系新工場の建設を進めるとともに、ソリューション提供
力の強化を目指し、藤沢事業所内への装置系開発新棟建設を
進めます。またSDGsへの貢献として、製品の省エネ化、省資源
化を目指した開発を推進しており、お客様の事業活動におけ
る環境負荷低減に努めます。
　私たちは、お客様とのパートナーシップを重視し、オンリーワ
ン技術によるソリューションを提供することで持続可能な社会
の実現に貢献していきます。

持続可能な社会の実現に向け、
製品競争力、ソリューション提供力の強化に 
取り組みます

戸川 哲二
執行役
精密・電子事業カンパニープレジデント

環境・電子事業のSWOT 分析

強み（Strengths）
•  回転・流体機器、機械制御、ガス分解・除去、省エネルギー化の技術
•  省材料を可能にする高い技術力と高度な製造技術
•  顧客に密着したグローバルな拠点配置
•  機動力に優れた顧客サポート
•  人材の長期定着による技術の蓄積と継承
•  グローバルで高い技術を持つ多様な人材
•  強固なサプライチェーン

機会（Opportunities）
•  IoT、AI、車の自動運転などの普及
•  在宅勤務など、クラウド・通信を利用した働き方の多様化
•  DX・メタバースの普及、GX投資の拡大に伴う半導体需要の増加
•  中国における積極的な半導体分野への投資
• 台湾、韓国、欧米、日本における設備投資需要の活発化

弱み・課題（Weaknesses）
•  自動化工場を含めた生産体制の最適化
•  成長が期待される中国市場でのシェア拡大
•  新事業の早期立ち上げ

リスク（Threats）
•  半導体需要変動と微細化減速による設備投資の波
•  新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢の影響による

 原材料高騰
•  サプライチェーン起因を含む生産能力不足によるシェア低下
•  米中貿易摩擦の影響

DBO、長期包括案件の連続受注

　環境プラント事業は、廃棄物処理施設の設計、建設か
ら運転・メンテナンスまでを一貫して行っています。豊富
な焼却炉技術による国内外400施設以上の納入実績を
強みとして、近年の廃棄物処理施設の老朽化に伴う建て
替えや更新の動き、施設運営を民間企業に委託する動き
などの顧客のニーズを的確に捉え、2021年 12月期に5つ
の大型の公共事業を連続して受注しました。
　千葉県浦安市、静岡県湖西市より受注した事業は、長
年施設運営に携わることで培った技術力とノウハウを基
に、既存施設の大規模改修に加え、運転管理からメンテ
ナンスまで、長期にわたり包括的に運営するものです。浦
安市クリーンセンターは 1995年3月に竣工した施設で、
2012年に初めて長期包括契約を受け、今回2度目の長
期包括契約を受託しました。これにより、本施設は竣工以
来40年以上にわたって使い続けられる施設となります。
また、湖西市向けに受注した事業は、施設の大規模改修
を行い、10年以上休止していた焼却施設を再稼働させる
とともに、新たに廃熱を利用した発電設備を設けること
で、施設内の消費電力量を削減します。
　岡山県の高梁地域事務組合より受注した長期包括契約
では、2021年4月から10年にわたって施設運営を行います。
既存施設を有効に活用し、施設運営を民間企業へ委託す
る動きも今後ますます進むものと考えられ、荏原環境プラ

ントでは長年の施設運営で培った技術とノウハウを活か
し、安全、安心な施設の運営に携わっていきます。
　廃棄物処理施設の老朽化による新潟県五泉地域衛生
施設組合、神奈川県厚木愛甲環境施設組合向けに受注
した２つの事業も新施設の建設と合わせ、建設後の施設
運営を20年にわたり施設運営の委託を受けました。
　長期的な視点に立って、地域から排出されるごみを安
定的に処理することにより、安心安全で安定した施設の
整備や運営を行い、CO2排出量削減や地域活性化への貢
献、持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。

Topics 1

ケミカルリサイクルの推進

　世界的に脱炭素社会の構築に向けた動きが加速してい
る中、日本でも2050年カーボンニュートラルの実現を目指
し様々な取り組みが加速しています。固形廃棄物処理の分
野においては、世界的な課題となっている廃プラスチック
問題に関し、日本においてもプラスチックの資源循環に関
する議論が高まりを見せており、2021年6月には「プラス
チックに係る資源循環の促進等に関する法律」が成立
（2022年4月施行）しました。
　このような中、荏原環境プラントは、独自技術である
ICFG®内部循環流動床ガス化システムを活用した廃プラス
チックのケミカルリサイクルの実用に向け、取り組みを本格
化させています。ICFGを用いたケミカルリサイクルは、廃プ
ラスチックを ICFGで熱分解して熱分解ガスやオイルなど価
値の高い熱分解生成物を製造します。この熱分解生成物

を石油や石油化学などの産業プロセスで化石原料代替と
して使用することにより、廃プラスチックを資源として循環
させることを目指すものです。また、ICFGはプラスチックの
みならず、一般ごみや木質バイオマス、下水汚泥など幅広
い原料を熱分解できるため、雑多なプラスチック、不燃物
や食品残渣等で汚れたプラスチックなど原料を選択するこ
となくオイルやガスなどの熱分解生成物を製造できます。
そのため現在主流の焼却して発電するサーマルリサイクル
から、化学原料を製造するケミカルリサイクルへ転換する
技術として高い可能性を有しています。
　今後さらに取り組みを加速するとともに、ライフサイクル
アセスメントを用いた二酸化炭素排出量の視点を新たな
評価軸に組み入れ、脱炭素社会の構築に資する廃プラス
チックのケミカルリサイクルの実現を目指します。

Topics 2

五泉地域衛生施設組合中間処理施設イメージ図

厚木愛甲環境施設組合ごみ中間処理施設イメージ図

事業戦略

環境プラント事業

事業戦略

精密・電子事業
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E-Vision2030とE-Plan2022の事業戦略

半導体分野を中心に、パートナーシップとONLY1 技術をもって社会の発展に貢献するとともに、
新たな領域に挑戦し豊かな世界を創造する

• 単品ハードメーカからソリューション
 サプライヤーへ転身

• 新技術を核とした新事業の創出
•  グローバル事業展開及び高効率な経営の実現

営業利益率：

13.0%
以上

（IFRS）

E-Plan2022 目標・2021 年 12月期の進捗　
数値目標

（営業利益率）（IFRS）
2021/12

実績（IFRS）
2021/12

成果 今後の取り組み

13.0%以上 14.5%

•  需要の急拡大に対して藤沢自動化工場増設・熊本工場ライン
増設による増産対応を実現 •  さらなる需要拡大に対応するための生産体制強化を進めると

ともに、ソリューション提供力強化に向けた装置系開発新棟
の建設開始

•  製品競争力強化として新製品を発表

•  国際的研究機関との共同開発推進

E-Plan2022の主要なKPIと進捗　
　製品のさらなる省エネ・軽量化の追求、次世代半導体の実現を支える製品・サービスのパートナーとの共同開発などの推進、製
品の使用によるGHG排出量削減、S&Sの拡大による顧客の安定的な稼働などを通じて、E-Vision2030の実現に貢献していきます。
KPIを10種類以上設定し、各取り組みの進捗をモニタリングしています。

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI 2022/12

目標
2021/12

実績
2021/12

成果 今後の取り組み

環境負荷物質の抑制

排ガス処理装置の使用による
GHG排出の削減 100% 65% 半導体製造プロセスで発生するガスを無害

化することによって、GHG排出の削減に貢献
お客様にとってよりメリットにつながる製品
の開発と拡販

製品の軽量化

対象製品の重量削減
（1台当たり2019年比） 12% 11% 2021年 11月に軽量化したドライ真空ポンプ

EV-X型*を発売 昨年発売したEV-X型の拡販を加速

半導体の進化ロードマップに対応した製造装置等の開発

重点プロジェクトから
発生した新規機種の開発 100% 111% 2021年 12月期中に完了を目指していた

モデル数を完了 機種開発モデル数をさらに増やしていく

対象製品の次世代向け
要素技術の開発 100% 75% 一部の残件を残し開発はほぼ完了 今期中のリリースに向けた開発は順調

半導体製造現場を支える荏原の技術

　当社はユニークな技術と高い環境性能を特長とした幅
広い製品で、お客様の半導体製造現場を支えています。
　半導体工場のクリーンルームで半導体製造の一工程を
担う当社CMP装置は、当社開発の1テーブル1ヘッド、デュ
アルモジュール方式により、高信頼性・高生産性を実現し
ています。昨年は新たに、当社史上最高の生産性を実現し、
現行機種比10％の消費電力削減に加えて部品点数削減に
よるサプライチェーンでのCO2排出量の削減を達成した
F-REX300XA型*を発売しました。半導体工場のクリーン
ルーム階下のサブファブと呼ばれるエリアに設置され、多く
の半導体製造工程において欠かせない真空環境をつくり
出す当社ドライ真空ポンプは、徹底した小型・軽量デザイ
ンにより省スペース化を実現しています。昨年は新たに当
社現行機種比25～50％の消費電力削減や、部品交換周
期の長期化によるTCO(総保有コスト)削減に貢献できる、
中負荷プロセス向けドライ真空ポンプEV-X型*を発売しま
した。また、排ガス処理分野では、より環境負荷の低い処
理装置が求められており、TCO削減と環境負荷低減を両立

させた、湿式排ガス処
理装置G-WS型*を発
売しました。昨年度は
これらの製品の他にも、
EUV露光装置向け真空
排気システムの市場投
入や、当社冷熱事業と
協業した半導体製造装置向けチラーを発売するなど当社
の製品・事業を横断したシナジーも高めてきました。
　藤沢事業所内で一昨年稼働を開始したドライ真空ポン
プ自動化工場は、順調な稼働を続けており、今後も世の
中の自動化技術をリードし進化を続ける工場として、市場
のニーズに対応した製品をタイムリーに生産していきます。
　私たちは今後もお客様の幅広いご要望に対するソ
リューションを提供することで、多様化し加速する半導体
業界のさらなる発展と、「E-Vision2030」で掲げる「進化
する豊かな生活づくり」に貢献していきます。

Topic

F-REX300XA型 EV-X型 G-WS型

400 20

300 15

100 5

200 10

0 0

（億円） （%）

2020/12
実績
（IFRS）

2021/12
実績
（IFRS）

2022/12
計画
（IFRS）

E-Plan2022目標 13.0%以上

事業ビジョン（E-Vision2030）

E-Plan2022の事業戦略 数値目標

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

■ 営業利益（左軸）／
営業利益率（右軸）
　       風水力全体　
 　      ポンプ　 
　       コンプレッサ・タービン　
 　      冷熱

1

2

ドライ真空ポンプの自動組立ライン

Clean room

Sub-fab

CVD装置

PVD装置

Etching装置

露光装置

イオン注入装置

真空が必要な代表的な
半導体製造装置

*F-REX300XA型、EV-X型、G-WS型は当社の機種記号です。

事業戦略

精密・電子事業
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燃料電池
鉄道車両

FC トラック

FC バス

水素航空機ロケット

FCV水素製造プラント

CO2分離回収・貯蔵

水素貯蔵
タンク

化学プラント

ターコイズ水素
製造装置

ごみ焼却プラント廃プラスチック
ガス化炉

液体水素運搬船
アンモニア運搬船

水素発電
アンモニア発電

製鉄所グリーン電力
供給

水素
ステーション

メタネーション・
合成燃料製造
プラント

水電解
プラント

MCH運搬船
水素運搬船

4

6 8 13

7

11

12

10

5

9

21 3

つくる
カーボンフリーな水素製造へ挑戦

はこぶ 
全ての輸送方法に不可欠な技術を提供

つかう
生活から産業のあらゆる水素利用を促進する

温暖化係数の高いメタン源を「水素」と「炭素」に分離し、
エネルギーと資源で貢献

　天然ガスやバイオガス等から「二酸化
炭素を排出しない水素」「様々な性状
の固体炭素」の製造を目指します。「メ
タン熱分解」技術の社会実装に向け「反
応場分離水素製造システム」の構築と水
素製造実証試験を行っています。水素を取り出すプロセスと炭素を
取り出すプロセスを分離し、800℃以下の比較的低温域で製造でき
る点が特長です。これにより、プロセスを省エネルギー化し、水素と
固体炭素が同時に生成されてしまうという課題を解決します。
2026年以降の社会実装を目指し、プロセス構築とパート
ナー連携を推進していきます。
＊NIMS、太陽鉱工ほか、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託事業の
一環として取り組む。

衛星用民間ロケット市場の成長を支える
「極低温ロケット燃料供給ポンプ」

　昨年9月から国立大学法人室蘭工業大学とインターステラ
テクノロジズ株式会社と超小型人工衛星打上ロケット用のターボポ
ンプの共同開発を始め、設計検討や要素試験を進めています。大
樹町での打ち上げに向け、引き続き邁進していきます。さらに、小
型打上ロケット領域の燃料供給ポンプの電動化ニーズにも応える
べく、電動ポンプの開発も開始しまし
た。高性能かつ小型軽量に挑み、信頼
性の高い技術で衛星用民間ロケットや
宇宙産業に貢献していきます。

水素発電ガスタービンに不可欠な、
世界初の「液体水素燃料供給ポンプ」

　将来期待される水素発電領域で重要
な機器の一つが、「マイナス253℃の極
低温液体水素を供給するポンプ」です。
私たちは、世界初の発電用液体水素ポ
ンプの開発に挑戦しています。現在、マ
イナス162℃のLNG試験を終え、次のマイナス253℃の液体水素（実
液）試験へ進んでいきます。この液質の違いと約 100℃の違いが、
性能面、品質面ともに大きな技術課題を生んでいます。私たちは、
ポンプの世界的リーディングカンパニーとして、これまで培った

技術を活かし、水素大量輸送や水素発電分野のサプライ
チェーンを支えていきます。

大型・商用向け水素ステーションに期待される
「高効率な液水プランジャポンプ」

モビリティの電動化は、バッテリー（BEV）と燃料電池（FCV）が
期待されています。特に大型・長距離用は水素が適しており、液体
水素を用いたステーションへの期待が高まっています。液体水素の
要素技術を活用し、水素ステーションで使われる往
復動の液水プランジャポンプを開発しています。特
に重要なポイントは、蒸発して失ってしまうボイルオ
フガス（BOG）の低減と連続稼働ができる信頼性、
高圧かつ大容量排出が可能であることです。研究
部門（EOL）と連携し、材料研究やシミュレーション
技術を活かしてこれらの課題を解決し、社会に求め
られる設備を提供していきます。（C）インターステラテクノロジズ株式会社

さらなる新製品開発（つくる・はこぶ・つかう）

ターコイズ水素製造

水素コンプレッサ

ロケット用燃料ポンプ

発電用液体水素ポンプ等

液体水素プランジャポンプ

アンモニアキャンドポンプ

2025年 2030年 2040年

売上規模

製品開発工程

2,000
億円

300
億円以上

荏原グループ全社で共創し、実現させる水素サプライチェーン構築への取り組み
　2021年8月にCP水素関連事業プロジェクトが発足してから、
早や1年が経とうとしています。その間、世界のカーボンニュー
トラルへの動きはさらに本格化し、エネルギーセキュリティの重
要性も改めて注目されてきました。
　荏原は、「持続可能な社会づくり」に不可欠な水素社会の実
現に向け、グループ全社で挑戦しています。“共創”を基本理念
に、組織横断的かつ産官学のステークホルダーとも連携し、社
会全体で実現していきます。そのため、荏原が有する技術やノ

ウハウを活かし、「つくる」「はこぶ」「つかう」のすべての分
野でクリーン水素関連技術の社会実装に努めます（下図参照）。
特に、現在の活動として進んできた「液体水素ポンプ関連」や
「ロケット燃料供給技術」「ターコイズ水素」（右図参照）は具
体的な事業化の可能性も期待できると考えています。今後も
「技術で、熱く、世界を支える」の精神で、難しい課題に挑戦し、
暮らしやすい社会を築いてまいります。

事業規模成長のイメージ
強み（Strengths）
•  極低温ポンプ、圧縮機など、

 世界トップレベルのコア技術
•  廃プラガス化技術やプラント設計
建設ノウハウ

•  日本・世界に広がる販売ネットワーク
•  全社に広がる新規事業醸成の機運

機会（Opportunities）
•  パリ協定（世界共通の長期目標を

2℃に設定。1.5℃に抑える努力を
追求）

•  2050年に向けて発電部門が 10
倍、輸送部門は大型商用車を中心
に40倍と成長領域が鮮明化

•  液体水素、圧縮水素、アンモニア、
MCHが期待される中、特に液体水
素、圧縮水素、アンモニアが成長

弱み・課題（Weaknesses）
•  大きな新規事業創出が為されてい
ない

•  水素製造・燃料電池領域への参
入遅れ   （燃料電池撤退の歴史）

リスク（Threats）
•  ウクライナ情勢による脱炭素機運
の後退

•  水素エネルギー市場の消失
 （再エネ電力によるオール電動化）

プラス影響

内
部
環
境

外
部
環
境

マイナス影響

つくる

つかう

はこぶ

はこぶ

1 廃プラスチックなどからのガス化・水素製造
2 ターコイズ水素製造
3 ごみ焼却プラント余剰電気からの水素製造
4 CO2の圧縮貯蔵技術

8 大規模水素発電向けの技術
9 水素ステーション向けの技術
10 ロケットエンジン燃料供給ポンプの技術
11 水素炊き吸収冷温水機の技術
12 水素航空機燃料ポンプの技術
13 大規模アンモニア発電向けの技術

5
 水素を圧縮・移送する技術 
極低温の液体水素を運ぶ技術

6 水素キャリアとしてのアンモニア移送技術
7 気体水素を圧縮・移送する技術
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事業戦略

新規事業「水素関連事業」




